
立命館大学・政策科学部・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４３１５

若手研究

2021～2018

様々な現場で応用可能な環境教育プログラムの評価手法の開発

Developing methods for evaluating environmental education program

４０７４７２８４研究者番号：

桜井　良（SAKURAI, Ryo）

研究期間：

１８Ｋ１８２３９

年 月 日現在  ４   ５ ２７

円     3,200,000

研究成果の概要（和文）：本研究は新たなる環境教育の評価手法の開発を目的として、理論や実践の蓄積が進む
北米の評価研究を参考にしながら、日本の歴史・文化・社会的背景やこれまで国内で行われてきた実践事例を踏
まえ、日本型の評価手法を提案することを目指した。中学校における海洋学習の評価研究においては生徒への聞
き取り、アンケート、さらに生徒が描写した絵の分析など、多様な手法を用いて同プログラムの効果を明らかに
した。清里ミーティングの評価研究においては、実務者と研究者によるアクションリサーチを行い、同プログラ
ムの短期・中期・長期アウトカムを示すロジックモデルを完成させ、プログラムの到達点と今後の目標を明らか
にした。

研究成果の概要（英文）：I aimed to develop environmental education evaluation methods that could be 
applied in Japan based on previous research in North America as well as through understanding 
Japanese historical, cultural, and social background. In the first case study, I conducted research 
to evaluate the effects of a marine education program implemented in one junior high school, and 
revealed that the program succeeded in fostering students' sense of place toward and their 
willingness to conserve the local sea. In the second case study, I conducted action research and 
demonstrated how collaboration between practitioners and researchers could enhance evaluation and 
contribute to the betterment of the environmental education program. Logic models were created in 
both case studies to show short-term, mid-term, and long-term outcomes of the programs. 

研究分野：環境教育の評価、保全社会科学

キーワード： 環境教育　評価　ロジックモデル　地域への愛着　保全意欲　アクションリサーチ　意識調査　社会心
理学

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は日本の環境教育研究ではまだあまりなじみがなかったロジックモデルやセオリー・オブ・
チェンジなど、多様なツールを用いてプログラムの効果を明らかにし、評価におけるそれぞれの手法の有効性を
示したことである。またアクションリサーチを通して研究者と実務者が行う共同研究の在り方を示したことも学
術的意義である。社会的意義は実務者と研究者との協働の成果がその後のプログラムの目標の再設定や内容の改
善につながるなど、実際の活動に反映されたことである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 環境教育に携わる実践者や研究者が集まるプラットフォームとして、わが国では日本環境教
育学会が 1990年に設立され、同学会が発行している学術誌「環境教育」にはこれまで多くの環
境教育の実践や理論的考察に関する研究が掲載されてきた。しかし、環境教育プログラムの評価
に焦点を当てると、多くの実践例が存在するものの、それらを整理・統合し、評価の在り方や指
針を体系立てて示した取り組みはほとんど存在しない。これまでは、現場の担当者が各々の尺度
や基準を用い、プログラムの評価を行ってきたことが多かったが、環境教育の存在意義を確立さ
せるためには、環境教育プログラムの効果を客観的に示す評価理論を構築し、また様々な現場で
応用可能な評価手法を開発することが重要である。 
 申請者は、環境教育の評価の先進国として研究の蓄積が進む米国の大学院で評価手法を学び、
それらの手法や理論を応用し、日本での事例研究を進めてきた。具体的には、野生動物管理にお
ける環境教育プログラムの効果測定研究を実践者（県の担当者など）と連携して行い、研究の成
果がその後の政策や活動に応用されることを目指してきた。一方で、国内では各研究者・実践者
がそれぞれ独自の方法でプログラムの評価をした事例は多く存在するものの、評価手法や理論
を整理し、それぞれの現場で有効な手法を研究者と実践者が共同開発した取り組みがほとんど
存在しないことを知った。そこで申請者は、まず国内外で行われてきた評価研究のレビューを行
い、申請者自身が実際に特定のプログラムの評価を行い、新たな評価手法を開発し、その検証を
行うことで、様々な現場で応用可能な評価プロセスの提案をしたいと思うに至った。また、この
取り組みを加速させるために、日本環境教育学会で評価に関する研究会を立ち上げ、関係する研
究者や実践者との議論をスタートさせた。 
 
２．研究の目的 
 本研究は新たなる環境教育の評価手法の開発を目的として、理論や実践の蓄積が進む北米の
評価研究を参考にしながらも、日本の歴史・文化・社会的背景やこれまで国内で行われてきた実
践事例を踏まえ、日本型の評価手法を提案することを目指した。また学問や理論にとどまらず、
本研究で開発した評価手法（評価尺度や評価シート）を実際に調査地で試用し実践と連動させる
ことで、その有効性を確かめることを目指した。 
 本研究の一つ目の特徴は、実践的研究と理論的研究とを同時に進めていくことであった。環境
教育は現場での実践が重要な意味を持つ分野であるが、学問的な発展のためには理論的研究を
積み重ねることも重要である。本研究では、国内外の環境教育研究のレビューを行い、評価のた
めの概念モデルや手法を整理し、評価手法の開発と実践を経て、わが国における環境教育プログ
ラムを効果的に評価するための新たなる理論の構築を目指した。 
 本研究の二つ目の特徴は、環境教育の評価手法の開発と普及を目指し、関連する学会と密接に
連携しながら、プロジェクトを進めていくことであった。新たな環境教育の評価手法の定着のた
めに、研究者及び実践者が多く集う学会の中で議論を深め、様々な関係者のフィードバックを踏
まえ改善を続けていくことが重要である。申請者は日本環境教育学会において、特設研究会「環
境教育プログラムの評価研究会：『環境教育の評価学』の確立に向けて」を 2017 年 7 月に立ち
上げ、代表者として様々な学会員と意見交換をしながら研究を進めた。 
 本研究の三つ目の特徴は、研究者と実践者との共同のもとで進めていくことであった。環境教
育は多くの実践者によって発展してきたもので、評価手法を提案しても、現場の実践者が使用可
能なものでなければ意味を持たず、評価を行う際には、そういった実践者のニーズや価値観を理
解する必要がある。申請者は実践者（海洋教育プログラムを行っている中学校の教員及び、清里
ミーティングを開催している日本環境教育フォーラムの職員）との共同研究として、研究者も実
践者も納得ができる研究成果の獲得を目指した。 
 
３．研究の方法 
（1）先行研究のレビュー 
 これまで国内外で行われてきた環境教育プログラムを評価した先行研究をレビューし、すで
に蓄積されてきた環境教育の評価研究の理論的枠組みを明らかにしたとともに、日本における
評価手法を提案するうえで不足しているアプローチや概念を明確化した。また、国内ではあまり
使用例がないものの、海外の研究でその有効性が示されている評価手法やツール（ロジックモデ
ルやセオリー・オブ・チェンジなど）については、本研究の実践的研究で使用を試みた。 
 
（2）実践的研究 
 一つ目の事例研究は瀬戸内海の沿岸域に位置する中学校において行われている海洋教育プロ
グラムの評価で、プログラムの参与観察、生徒への聞き取り及びアンケート調査、そして教員や
地域住民へのアンケート調査を行った。同中学校では、総合学習として生徒が漁師と共に地元の
海について学ぶ海洋教育が行われており、持続的な沿岸域管理を目指すモデルケースと言われ
ているが、同プログラムが生徒に与える効果など、教育評価に関する研究が行われたことはこれ
までほとんどなかった。本プロジェクトでは様々な関係者に調査をする 360°フィードバックを



実施した。 
 二つ目の事例研究は、日本環境教育フォーラムが 1987 年より毎年開催している清里ミーティ
ングの評価である。清里ミーティングは、全国から環境教育の関係者が 200 名程度集う二泊三日
の会合で、国内で最大級の、そして最も歴史のある環境教育ミーティングの一つであるが、同プ
ログラムのゴールを実務者と外部者が一体となって策定したり、また参加者の意識やその後の
行動に与えた影響などについて評価されることはほとんどなかった。結果は、ロジックモデルに
まとめ、実践者と共に成果と目指すべき人材像を図式化することを目指した。 
 
４．研究成果 
 先行研究のレビューを踏まえ、これまで行われてきた環境教育プログラムの評価で用いられ
てきた手法や枠組みを整理し、多様な関係者への意識調査（360°フィードバック）やアクショ
ンリサーチを用いたアプローチを事例研究に使用した。 
  
（1）事例研究 1 
 一つ目の事例研究である中学校における海洋学習の評価については、まず全学年の生徒（n=108）
への聞き取り調査を実施し、生徒が感じている同プログラムの効果を定性的に明らかにした。具
体的には学年を経るごとに生徒の地元の海への理解が深まり、海に愛着を感じるようになるこ
と（図 1）、さらに中学校が掲げている 5つの教育目標に沿った意識の変化が起きていること（表
1）が明らかになった。加えて、中学校教員や海洋学習に携わる漁協組合の関係者への聞き取り
の結果も踏まえ、本プログラムのゴール及び期待する成果を表すロジックモデルとセオリー・オ
ブ・チェンジ（図 2）を作成した。 
 

図 1．学年ごとの生徒が感じる地元の海に対する親近感（Sakurai et al. 2019 より） 
 
表 1．中学校の海洋学習の 5つの教育目標と関連する生徒の回答の例（桜井 2018 より） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2．本研究をもとに作成したセオリー・オブ・チェンジ（桜井 2018 より） 



 
 また、同海洋学習の評価として、生徒以外の関係者（教員及び保護者）へのアンケート調査や
卒業生への聞き取りも行い、360°フィードバックを試みた（表 2）。結果、中学校の教員は同海
洋学習が地域と学校が良好な関係を築くうえで重要なプログラムであると考えていること、ま
た保護者も同プログラムが生徒に与える効果について高く評価をしていることが分かった。一
連の研究の集大成として行った同中学校の全校生徒へのアンケート調査から、生徒の海に対す
る理解、海への愛着、地域との関わりが深まると海に対する保全意欲も同様に高まることが明ら
かになった。さらに自由記述や描写された絵の分析から、学年を経るごとに生徒の海に対する理
解や保全意欲が促進されることも明らかになった。 
 
表 2．生徒、教員、保護者の海洋学習に対する意識（Sakurai & Uehara 2020 より） 

 
 以上の研究から、ロジックモデルやセオリー・オブ・チェンジを用いることで、プログラムの
アウトカムやロードマップを視覚的に示すこと可能となり、また多様な関係者への意識調査よ
りプログラムの効果を多角的に明らかにできることが分かった。さらに同じ生徒への調査にお
いても、聞き取り、アンケート、自由記述、絵の描写など様々なアプローチを用いることで、一
つの手法では把握できなかったプログラムがもたらす効果を多角的に明らかにできることが示
された。これらは、新たな環境教育プログラム評価手法の開発を目指す本課題研究の重要な成果
となった。 
 
(2) 事例研究 2 
 清里ミーティングの評価研究においては、プログラムの運営者と評価を専門に担う外部者が
連携し、その協働プロセスを評価するアクションリサーチを実施した。プログラムの評価に必要
な手順について議論した会議の会話記録を分析し、それぞれの関係者の思考の共通性や差異を
視覚的に示し（図 3）、結果をプロジェクトメンバーで共有した。このプロセスを経て、最終的
に実務者と研究者が協働してプログラムの短期・中期・長期アウトカムを示すロジックモデルを
作成し、その後、運営組織でも検討を重ね、最終的なモデル（図 4）を完成させた。本研究はロ
ジックモデルの作成が立場の異なる関係者が連携する際の重要なツールになりうることを示し、
また内部評価と外部評価、さらにそれらを組み合わせた協働アプローチのそれぞれの課題や有
効性を明らかにした。 
 最後にこれらの先行研究のレビューや二つの事例研究の成果は、研究代表者が立ち上げた日
本環境教育学会の特設研究会において報告したとともに、国内の多様な関係者（実務者及び研究
者）と継続してワークショップを開催し、環境教育評価のあるべき姿に関する議論や提言を合同
で行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
図 3．会議における実務者、研究者そ
れぞれの発言内容（抽出語）に関する
対応分析の結果（桜井ほか 2020より） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4．最終的に作成した環境
教育プログラムのゴールを示
すロジックモデル（桜井ほか 
2020 より） 
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